





















山 本 真 敬
序
Ⅰ．ハシシ決定（1994年 3 月 9 日：BVerfGE 90, 145）
Ⅱ．禁絶施設収容決定（1994年 3 月16日：BVerfGE 91, 1 ）
Ⅲ．「安全な第三国」判決（1996年 3 月14日：BVerfGE 94, 49）
Ⅳ．「安全な出身国」判決（1996年 3 月14日：BVerfGE 94, 115）
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関わり合いを刑罰で威嚇することは、基本法 2 条 2 項 1 文にも同 3 条 1 項にも違
反せず、また、同 2 条 2 項 2 文と結びついた同 2 条 1 項にも原則として反しない
とした。
　麻薬法の刑罰規定は、それを処罰対象とすることが禁止されるか否かに関して
は基本法 2 条 1 項の尺度で、刑罰による自由剥奪の威嚇に関しては同 2 項 2 文の
尺度で審査される。基本法 2 条 1 項によって完全な保護を受け、公権力の作用か
ら守られるのは、私的な生活形成の核心領域に限られる。しかし、薬物との関わ
り合い、特に自己酩酊は、その多様な社会的影響および相互作用ゆえに上記核心
領域には属し得ず、制限を受けない「酩酊する権利」はない（BVerfGE 90, 145 
［171f.］）。







て、連邦憲法裁判所は限られた範囲においてのみ事後審査をなし得る（vgl. E 77, 
170 ［215］； 88, 203 ［262］）」。さらに、侵害の重大性ならびに当該侵害を正当化する
根拠の重要性および緊急性を総合衡量する際は、禁止の名宛人に対する受忍可能
性の限界が守られなければならない（E 90, 145 ［172f.］）。




























































刑事罰にも妥当する（E 90, 145 ［187ff.］）。
　立法者は、大麻消費から生じる危険および麻薬撲滅の正しい道についての刑事
政策的および学問的論議を注視しつつ、現行法の効果を外国の経験をも含め観察

















Ⅱ．禁絶施設収容決定（1994年 3 月16日：BVerfGE 91, 1 ）
1 ．事案
　ドイツ刑法は、刑罰と、違法行為と結びつけられるが処罰目的なき法効果とい












3 分の 2 までは終えたものとすることができる。ただし、裁判所が刑法典67d 条
5 項 1 文に基づく命令を発した場合には、この限りではない」と変更された。最








（ 3 ）　Bickenbach は、本決定が目的の正当性および手段の適合性・必要性・相当性を問題に
した、つまり比例原則に基づく審査を行ったと理解しているが、本件の主張可能性の統制に
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2 ．判旨
　連邦憲法裁判所は、刑法典67条 4 項による算入を完全に除外することになる同
項 2 文は、それが一般的に同67d 条 5 項 1 文に基づく裁判所の命令を参照する限
りで基本法 2 条 2 項 2 文と両立ぜす、その全部が無効であるとしたうえで、禁絶
施設への収容が命じられることになる諸条件に関する刑法典64条および被収容者
本人自身に存する事由から生じる収容処分の執行の終了に関する同67d 条 5 項 1















は比例原則を受容している（E 91, 1 ［25ff.］）。
　禁絶施設への収容が許されるのは、上記の保護目的を治療によって達成するこ
とに収容が適合的である場合に限られる。改善を目指す治療上の侵害は、基本法






（vgl. E 88, 203 ［262］）。しかし、中毒治療が処分執行の諸条件の下でさらなる著し
い違法行為という危険の防御に貢献するという立法者の査定が主張可能ではない



















れに対応する審査規定が必要か否かを決定しなければならない（E 91, 1 ［29f.］）。
　自由刑と禁絶施設への収容処分は異なる目的を追求しており、共に命じられ得
る。しかし、或る 1 つの行為に対する自由の剥奪と結びついた国家の 2 つの反応















ような場合には、正当化される（E 91, 1 ［30ff.］）。
　この尺度に刑法典64条は適合しない。 1 項の収容命令は治療の成果への充分に
具体的な展望の存在と結びつけられておらず、他方、 2 項は収容療養がはじめか





望が存する事例には、適用可能なままである（E 91, 1 ［32f.］）。




憲法上の要請に、この規定は対応していない。通例 3 ～ 6 ヶ月後には上記の展望
の有無が認識され得ることが広く承認されているからである（E 91, 1 ［33f.］）。
　他方、刑法典67条 4 項 1 文の規律は上述尺度に基づく審査に耐える。刑罰の 3
分の 2 までに算入が限界づけられていることは、立法者の形成の憲法上の枠内に
ある（E 91, 1 ［34f.］）。
　最後に、刑法典67条 4 項 2 文の規定は、それが同67d 条 5 項 1 文に基づく裁判
所の命令を一般的に指示する限りで、基本法と両立せず全部無効である。刑法典






















Ⅲ．「安全な第三国」判決（1996年 3 月14日：BVerfGE 94, 49）
1 ．事案
　1993年 6 月28日の基本法改正法律によって基本法の庇護権に関する部分は改正













　「安全な第三国」というコンセプトは、基本法16a 条 2 項 1 文の「安全な第三
国」から到着した者は、当該外国人がその第三国において政治的迫害からの保護
を見出し得たはずであるがゆえに同条 1 項の基本権的保障の保護を必要としな
い、とするものである（BVerfGE 94, 49 ［87］）。
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　立法者には、基本法16a 条 2 項 1 文の審査基準に基づき基本権を充填する法律
を通じて「安全な第三国」を定めることが、独自の任務として委託されている。


















ている（E 94, 49 ［107f.］）。
　憲法上の諸要件に適合しているかをドイツの立法者が判断するために必要なオ






































　本件では庇護権が問題となった。主張可能性の統制は、基本法16a 条 2 項の基






























治的迫害を受けていないと推定されることになった（基本法16a 条 3 項 1 文・ 2
文）。この「安全な出身国」は、連邦参議院の同意を必要とする法律によって定
められるが（同項 1 文）、ガーナを「安全な出身国」と指定したこと（庇護手続法










的・具体的に審査する業務分担を採用した（BVerfGE 94, 115 ［133f.］）。








軽蔑的な処罰または取扱い」に該当するわけではない（E 94, 115 ［134ff.］）。






















手続法29a 条 3 項が立法者による推定（「安全な出身国」指定）と連邦政府による












たという総合評価が生じる場合」にのみ、裁判所は違憲とし得る（E 94, 115 
［141ff.］）。
　立法者は、ガーナの事実の確認および解明に際し、自らに属する決定余地およ











からである。立法者が審査に据えた様々な要素は、基本法16a 条 3 項 1 文の審査
基準に基づいており、立法者は、法律案の理由付けによれば、移住問題に管轄権
を有する EG 構成国大臣の結論を顧慮していた（Vgl. BTDrucks 12/4450, S.22）。
「この基準を手掛かりにしてガーナについて確認された認識の評価ならびにこの
評価と結びつけられたガーナにおける今後の展開の予測は、それらに関して立法

























加重されている。（E 94, 115 ［152f.］）。
3 ．検討
（ 1 ）　本件も庇護権が問題となっている。主張可能性の統制は、本件でも基本法
16a 条 3 項の基準に関する立法者の事実確定および確定事実の評価に用いられた
（正確には、各々に余地が認められており後者の余地に主張可能性の統制がなされてい
る）。また本件でも、立法者の依拠した政府の報告書や、その報告書内部におけ






































































ってしまうことになり、基本法16a 条 3 項 1 文によって明文で与えられた立法者
の任務の無視ないし誤認に至るという批判がなされている［Meßerschmidt 2000, 
761f.］。この批判に対しては、このことは基本法自身に含まれる「特別な状況」
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